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 緊急的に箱根町からの可燃ごみを受け入れること

になったため、広域化の動きを整理します。 
 

■ごみ処理広域化の目的 

 国のごみ処理施設の集約化に関する指針及び神奈

川県ごみ処理広域化・集約化計画に基づき、ごみ処

理広域化による効率的な施設運営、コスト縮減や環

境負荷の低減等を図るため、小田原市、箱根町、真

鶴町及び湯河原町の１市３町のごみ処理広域化を推

進する。 
 

■近年の動き 

２０１９年１２月 

 基幹的設備改良工事終了後、15年から20年後を

目標にブロック内の１系統化を検討することとし、

「小田原・足柄下ブロックごみ処理広域化実施計

画」を策定 
 

２０２３年６月 

 湯河原町真鶴町衛生組合のごみ焼却施設の基幹的

設備改良工事着手(2025年度完成予定)  
 

２０２３年９月 

 箱根町可燃ごみ中継施設及び剪定枝等ストック

ヤード整備工事着手(2026年度完成予定） 
 

■小田原・足柄下ブロックごみ処理広域化実施計画 

ごみ処理及び処分の方針（2019年12月） 

 ブロック内の地形や運搬効率から、分別排出され

た可燃ごみを効率的・効果的に収集し、処理するた

め、ブロック内に焼却施設を２か所配置することと

し、１か所は小田原市環境事業センターの焼却施設

の基幹的設備改良事業を行います。 また、足柄下郡

にある湯河原町真鶴町衛生組合の焼却施設の基幹的

設備改良事業を行い、足柄下郡の既存の２施設を集

約し、１か所とします。 

 箱根町環境センター（焼却施設）は廃止し、可燃

ごみ及び輸送効率の向上を図るため、箱根町内に中

継施設を整備し、湯河原町、真鶴町、箱根町の 3 町

から排出される剪定枝等について、箱根町内に新た

９０,８５２円 
情報公開の第一歩 政治資金を見えるようにします。 

印刷代(月刊武松用紙代)       １９,６８０円 

交通費(駐車場、燃料代)       １３,０８１円 

通信費(折込代、携帯電話代)      ５８,０９１円   

支出計 25/5/1～25/5/31            ９０,８５２円 
 

市議会議員には、月65,000円の政務活動費が支給 

５月の支出(図書､備品、慶弔、飲食除く) 

に剪定枝ストックヤードを整備し、選別、保管の

後、民間事業者へ資源化の委託を行います。 

 このことにより平常時・緊急時の相互バックアッ

プを可能として、地域全体として合理的なシステム

の構築を図ります。  

 最終処分については、再生された湯河原町真鶴町

衛生組合の最終処分場が稼働したため、広域的な利

用の検討を行います。  

 ブロック内の焼却施設や最終処分場等について

は、CO₂削減や熱回収の効率化及び経費縮減を図る

ため、各々の基幹的な設備改良工事終了後、１５年

から２０年程度での施設稼働を目途に、さらなる集

約化に向けた検討を行います。  
 

■箱根町からの可燃ごみ受入れ実施について 

概要 

 箱根町において可燃ごみの焼却施設に不具合が生

じ、稼働できない状況が発生したため、本市清掃工

場の処理状況等をふまえ検討した結果、当該依頼を

受諾することとした。 

受入れ期間 2025/5/12～9/30 

受入れ量  

 ごみ収集車10台/日 程度で搬入、約15t/日 

搬入経路 

 国道１号から市道2378、広域農道小田原南足柄

線を経由して、本市清掃工場に搬入予定 

処理費用 1kg/25円 37.5万円/日(箱根町負担) 

本市清掃工場の状況 

 本市の焼却炉における平均焼却量は約130t/日で

すが、焼却処理能力は約150t/日であるため、箱根

町の約15t/日の可燃ごみの受入れは可能です。 

その他 

 箱根町からの要請を受け、久野地区自治会連合

会、諏訪の原自治会、富水地区自治会連合会、大窪

地区自治会連合会の各会長に説明し、了解を得た。 
 

 小田原市は、寄居町のオリックス資源循環株式会

社と災害時等のごみ処理の協定を締結しています。 
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新しい学校づくり施設整備指針を策定 (2025年4月) 

 学校施設は、老朽化、児童生徒数の減少、厳しい

財政状況と施設整備費用の高騰等により改修と建て

替えを行わなければなりません。そこで学校配置と

施設整備基準が検討されています。今回は、施設整

備指針の基本的な考え方についてまとめます。 
 

■整備指針策定の背景と目的  

○本市では、2022年度から、子供たちの未来に

とって望ましい教育環境について考える「新しい

学校づくり推進事業」に取り組んでいます。  
 

○本事業は、「10年後の新しい学校のイメージ」

とその実現に向けた方向性をまとめた「新しい学

校づくり推進基本方針」を2023年12月に策定

した後、基本方針をもとに、学校施設整備の基準

をまとめる新しい学校づくり施設整備指針と、地

域の学校配置の将来像をまとめる新しい学校づく

り推進基本計画を策定し、その後の学校施設の改

築・長寿命化改修につなげる取組です。  
 

○整備指針は、基本方針と2020年12月に策定し

た小田原市学校施設中長期整備計画に基づき、改

築・長寿命化改修時の施設・設備の機能水準や諸

室の種類や数、面積、仕様等の基準、整備手法等

を定めるものです。  
 

■学校施設の現状と課題  

○本市の学校施設は、その大半が昭和40年代から

昭和50年代に、学齢期人口の増加に合わせ集中

的に整備されており、そのため、７割を超える学

校施設が築４０年を経過し、老朽化が進行してい

ます。  
 

○既存の学校施設は、国の示す標準設計に基づい

た、片廊下一文字型の画一的なものが大半で、

2021年に中央教育審議会から答申された「令和

の日本型学校教育」において提示されている多様

な教育・学習活動を展開するには、制限や制約が

多くなっています。  
 

○支援を要する児童生徒が増加していることや性の

多様性への配慮等の視点から、学校施設のバリア

フリー化に加え、ユニバーサルデザイン化への対

応も求められています。  

○ 本市の公共建築物のうち、学校施設が占める割合

が最も多いことから、省エネ化の推進や再エネの

導入等、脱炭素化に資する取組を推進する必要が

あります。  
 

○2022年に公表した「小田原市立小中学校の教育

環境に関するアンケート」において、現在の学校

施設の満足度は60～70％程度となっています。ま

た、これからの学校施設に期待する機能として

は、安全・安心な学校、児童生徒が快適に学習で

きる環境が共に100％近くを占めています。  
 

■「新しい学校施設」の基本的な考え方  

○基本方針において、新しい学校は、本市の目指す

教育とその取組を推進し、全ての子供たちの可能

性を引き出し、社会力を育む学びを実現するみん

なの学びの場と定義しています。加えて、地域に

おける学びの拠点として、また学校と地域が支え

合い協働していくための拠点として、持続可能な

運営や仕組みも合わせ持つ施設、としています。  
 

○「新しい学校施設」の具体化については、基本方

針で示した「10年後の新しい学校のイメージ」

実現に向けた視点、中長期整備計画で示した教育

環境の充実に向けた基本方針に加えて、ウェル

ビーイングとフレキシビリティの２つのキーワー

ドを踏まえ、整備の方向性や具体的な機能水準を

整理します。  
 

ウェルビーイング  

 学校に集う全ての人達が、「身体的・精神的・社

会的に良い状態」にあり、充実した生活を送るこ

とができるよう、学校という環境全体を、調和し

た生活・活動の場とすることを目指します。  
 

フレキシビリティ  

 多様な学びのスタイルに対応できる可変性のある

学習空間づくりやタイムシェア等による柔軟な施

設利用、時代の変化や用途変更等に柔軟に対応で

きるゾーニングなど、あらゆる要素においてフレ

キシビリティを確保することで、より効果的で充

実した教育環境を提供することを目指します。 
 

 ▲カタカナ語の乱用が過ぎますね 
  

■お知らせ■ 
７月と８月の月刊武松発行配布は、参議院議員選挙公示期間と 

都合により中止します。 

   HP         X(twitter    facebook         

                                                 


